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福岡県ベンチャービジネス支援協議会 

 

中国における現地情報 

      2022年 2月 15日 

 株式会社フェアコンサルティング 

上原 行雲 

重大な税収違反の信用失墜主体の情報公開管理弁法について 

国家税務総局は 2021 年 12 月 31 日、さらなる税収徴収の正常化や社会信用システムの

構築促進などを目的として、「重大な税収違反の信用失墜主体の情報公開管理弁法」（国家

税務総局令第 54号、以下 54号総局令）を公表しました。 

現在は同様の管理弁法である国家税務総局公告 2018年第 54号（以下、2018年 54号公

告）が存在していますが、新たな 54 号総局令においては主に信用失墜主体の情報公示期

間に関する規定と、情報の公開方法と公開の取り下げ申請手続きについて新設されました

。2022年 2月 1日から現行の 2018年 54号公告は廃止され、54号総局令が新たに施行さ

れることとなります。 

54号総局令の主な内容は、以下の日本語参照訳をご覧ください。 

重大な税収違反の信用失墜主体の情報公開管理弁法 

国家税務総局令第 54号 

第六条 本弁法における「重大な税務違反の信用失墜主体」（以下、信用失墜主体）

とは、次のいずれかの状況にある納税者、源泉徴収義務者、またはその他の税関連当

事者（以下、当事者）を指す。 

(1) 帳簿、会計伝票の偽造、改ざん、隠蔽、無断破棄、または帳簿上で支出の過

大計上や収入の過少計上、税務当局の通知に基づく申告の拒否、虚偽の納税申告

による 100万元以上の納税額の過少納付または未納、また、各税の納税額の 10%

以上の過少納付または未納、上述の手段を用いた 100 万元以上の税金の少額納

付または未納している。 

(2) 納税義務の不履行、財産の譲渡または隠蔽行為、税務当局による追徴課税の

妨害、および追徴税額が 100万元を超えている。 

(3) 国家を騙して輸出税還付を不正に取得している。 

(4) 暴力や脅迫により税金の支払いを拒否する。 

(5) 虚偽の増値税専用発票を発行、または輸出増値税や税額控除を不正に取得す

るために虚偽の発票を発行している。 

(6) 虚偽の増値税普通発票を 100 枚以上または金額にして 400 万元以上発行し

ている。 
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(7) 許可なく発票を印刷、偽造、改ざん、発票偽造防止専用製品を違法に製造す

る、または発票監督印を偽造する。 

(8) 脱税、延滞税の回収、輸出税還付の詐欺、税金の還付、虚偽の発票発行など

の行為があり、監査完了前までに納税義務を果たさず、税務当局の監督から離脱

し、税務当局による監査の結果、逃亡と(連絡がとれなく)なる。 

(9) 納税者または源泉徴収義務者が銀行口座、請求書、証明書、またはその他の

便宜を違法に提供した場合、または 100万元以上の税金の未納、国家の輸出増値

税還付を不正に取得している。 

(10) 税務代理人が税法または行政規則に違反し、納税者が 100万元以上の税金を

納付しない、過少納付した場合。 

(11) その他悪質、深刻な状況、社会的な損害が比較的大きな税収違反がある行為

をしている。 

第九条 当事者は、税務当局からの通知後 5日以内に、書面または口頭で陳述または弁

護をすることができる。当事者が口頭で陳述または弁護意見を提出した場合、税務当局

は、請求の写しを作成し、当事者によって署名されなければならない。税務当局は、当

事者の陳述や弁護意見を十分に聴取し、当事者が提出した事実、理由、証拠を審査しな

ければならない。当事者が提出した事実、理由、または証拠が成立した場合、その事実

は採用されるものとする。 

第十一条  税務当局は、信用失墜主体へ確定文書が到達した翌月 15 日以内に

、以下の情報を社会に公表しなければならない。 

  (1) 信用失墜の基本的な状況 

  (2) 信用失墜主体の主な税違反の事実 

  (3) 税務処理、税務行政罰の決定、法的根拠 

  (4) 信用失墜主体を確定した税務機関 

  (5) 法令及び行政規則に定めるその他の情報 

税務当局は、法律により国家機密として特定された情報、法律、行政規則によって禁止

されている情報、および国家の安全、公安、経済安全保障、社会安定を危険にさらす可

能性のある情報を開示しない。 

第十五条  税務当局は、これらの措置の規定に従って決定された信用失墜主体

を納税信用評価の範囲に含め、納税信用管理規則に従って、納税信用評価を D級とし、

D級に対応する納税者管理措置を適用する。 

第十七条  信用失墜主体の情報は、公表日から 3年が経過した場合、税務当局

は 5日以内に情報の公表を停止するものとする。 

コンプライアンス意識の高い日系企業各社様においては、上記の条件や状況に当てはま

る事例は少ないとは思いますが、納税行為をきちんと行うという意識を再確認する機会と

なれば幸いです。 
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＜連載コラム＞ 

中国なんくるないさ～通信 No.10 

 テレビ等でご存知だと思いますが、ついに 2022年北京オリンピック（中国語：第二十

四届冬季奥林匹克运动会）が始まりました。今回の北京オリンピックは、2022年 2月 4日

から 2月 20日までの 17日間、主に中国の首都である北京市を中心に競技が行われていま

す。 

ゼロコロナを掲げている中国政府は、コロナが完全に収束しない状況でのオリンピック開

催において、一般観客を禁止し、さらに選手及び関係者に対しては厳格なバブル方式で外

部との接触を断絶した行動制限を行うなど、テレビで観戦する競技の華やかさとは裏腹

に、多くの工夫と労力によって運営されています。 

話は変わりますが、皆様はこの北京オリンピックで一躍爆発的な人気となった「冰墩墩

（ビン・ドゥンドゥン）」というマスコットキャラクターをご存知でしょうか。

（※淘宝より引用） 

中国のインターネット通販サイトの淘宝（タオバオ）には北京オリンピックの正式通販サ

イトがあり、そこでビン・ドゥンドゥンのキャラクターグッズが購入できるのですが、数

に限りがあり、例えば上記の 20㎝のフィギュアだと、指定時間ごとに 500体の販売が一

日に 5回、1日に合計 2,500体しか販売されていません。このフィギュアは 1体 192元

（約 3,500円）で販売されていますが、定刻になると一瞬で売り切れとなるため、私のよ

うに高額な転売価格（490 元）で購入する人もいれば、私の中国人スタッフの同僚のように、

手作りでビン・ドゥンドゥンを作ってしまう人もいます。 

（※弊社スタッフの手作りビン・ドゥンドゥン） 

新型コロナウィルスを始めとした世界的な不安や、各国の政治的な思惑で不安定になって
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いる地域、暗い経済ニュースが多いと感じられる昨今ですが、平和の祭典であるオリンピ

ックを通してかわいいマスコットキャラクターが誕生し、ひとりひとりの心を癒してくれ

ることはとてもいいことだと感じている今日この頃です。 


